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はじめに
　近年のマーケティング研究に見られる傾向の1つに、これまでの研究蓄積を関係性（relationship）と
いう次元から捉え直し、修正しようとする流れがある。リレーションシップ・マーケティングという名
のもとに展開されているこの流れは、1980年代に入ってからマーケティング研究の中で顕著に見られる
ようになり、おおよそ四半世紀の間、マーケティング研究の中心主題として多くの有益な見解を生み出
してきていると思われる。しかしながら、産業財マーケティングやチャネル研究といった組織間関係の
文脈、あるいはサービス・マーケティングの文脈において行われたものが多く、有形消費財の文脈にお
ける研究は少ないといえる。さらに、有形消費財の場合はそのほとんどがブランドを介在したリレーシ
ョンシップ・マーケティングを研究対象としている。本研究では、ブランドが中心的な役割を演じない
消費財のリレーションシップ・マーケティングをその研究対象としている。すなわち、本研究の目的は、
リレーションシップ・マーケティングを通じて消費者とのパートナー一シップを構築することが企業にも
たらすメリット、およびそれに影響を与える諸要因を明らかにすることである。そこで、第1章および第
2章では、消費者との長期的パートナーシップ関係が企業に対していかなるメリットをもたらしているの
かという点を中心に考察を加える。続く第3章では、これらの行動を誘発する先行変数について検討を行
なう。既存研究の多くは、この先行変数として満足と信頼をあげているが、満足と信頼は明確に区分す
ることが非常に難しい。そこで、本研究では、この両評価変数の合成変数としてリレーションシップ・
クオリティをとりあげ、いかなる影響力を有しているのかを考察したい。しかし、消費者の行動は、さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Lまざまな状況要因によって影響を受ける。そこで、第4章では、代表的な状況変数として関与をとりあげ、
この水準の違いによって、第3章で検討した傾向に差異が生じるかどうかを検証したい。
第1章　リレーションシップ・マーケティングの概要
　1．リレーションシップ・マーケティングの諸定義と基本特性
　リレーションシップ・マーケティングがいかなるものであるかにっいて、これまでさまざまな見解が
提唱されてきた。もちろん、これらは完全な一致が達成されているわけではなく、したがって、リレー
ションシップ・マーケティングの定義についても統一的なコンセンサスが得られているというわけでは
ない。しかし、数名の代表的な研究者によって提唱されている定義から、その基本的な内容をうかがい
知ることはできよう。
　例えば、リレーションシップ・マーケティングの先駆的研究者の1人であるL．L．　Berryは、リレーショ
ンシップ・マー・一・・ケティングを次のように定義している。
　　　　「リレーションシップ・マーケティングとは、…rta客との関係を魅了し、維持し、強化すること
　　　である（Berry　1995，　pp．236）」。
　また、これと同様に、Morgan　and　Huntは、リレーションシップ・マ・一一一ケティングを次のように定義し
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　　　　「リレーションシップ・マーケティングとは、成功裡な関係型交換を構築し、開発し、維持する
　　　ために方向づけられたすべてのマーケティング活動である（Morgan　and　Hunt　1994，　pp．22）」。
　これらの定義に基づきリレーションシップ・マーケティングの分析単位と目的を考察したDQdge（1997）
の見解を整理すると、図表1のようにまとめることができる。
図表1　リレーションシップ・マーケティングの分析単位と目的
分析単位 目的
伝統的なパラダイム 1回の取引交換 新規顧客の獲得
リレーションシップ・マ
[ケティング 顧客との関係
既存顧客との良好な関係の
`成
出典：DQdge（1997），pp．2～3．を参照に作成
　これによると、伝統的なパラダイムでは、1回の取引交換が基本的な分析単位とされ、その取引交換を
発生させること、つまり顧客を獲得することこそがマー一一　trターの最終的な目的と考えられていた。これ
に対し、リレーションシップ・マーケティングでは顧客との関係を分析単位とし、良好な関係を構築、
維持、発展させることがマーケターの目標とされている。
　このことから、リレーションシップ・マーケティングが持つ2っの基本的な特性を見出すことができる。
1っは、考察の対象に関する点である。伝統的なパラダイムにおいては、新規の顧客を魅了し、獲得す
ることが最終段階に位置付けられているので、その考察対象は交換を創り出す際に必要な諸活動となる。
例えば、4つのPで類型化されている諸活動や、Kotler（1972）が提唱する形態化、価値づけ、シンボル
化、促進化などがこれに該当しているであろう。これに対して、Berry（1995）は、新規の顧客を魅了す
ることはマーケティング・プロセスの単なる中間段階でしかなく、関係の強化や顧客のロイヤリティ化
といった諸段階も含めて考えることがリレーションシップ・マーケティングの本質であり、また伝統的
なマーケティングとの差異を生み出す新規性を表わしていると主張している。したがって、リレーショ
ンシップ・マーケティングにおいては、既存顧客との間に良好な関係を構築していくために必要となる
諸活動がその焦点となる。
　2っ目の特性は、価値や均衡の捉え方についてである。この点にっいて、嶋口（1994）は次のように指
摘している。
　　　　「関係性パラダイムの視点は、従来の交換パラダイムが基本的に単発合理型の取引交換によって
　　　価値を高めるのに対し、その基本枠を残しながらも、ヨリ長期的・継続的な取引関係という視点
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　　　から、時に短期の単発不合理な交換をも容認し、もって長期的な相互ベネフィットと持続的成長
　　　をめざそうとするものである（嶋口1994，180頁）」。
　つまり、リレーションシップ・マーケティングは、売り手と買い手の価値の最大化という点を、個々
の交換という文脈の中で見出そうとするのではなく、より長期的、継続的な文脈の中で考察していこう
とする考え方である。
　このような2つの基本特性から見ると、リレーションシップ・マーケティングとは、長期的、継続的な
企業と消費者の関係の中で生じる価値を念頭におきながら、顧客との良好な関係を管理していくマーケ
ティング活動であるといえよう。
　2．リレーションシップ・マーケティングの位置づけ
　リレーションシップ・マーケティングは、前述してきたように、いくつかの次元において既存のマー
ケティングとは異なる特性を有していると整理することができる。それでは、このリレーションシップ・
マーケティングはマ・一一一ケティング研究の中でいかなるポジションを占めるのであろうか。この点に関す
る立場にはさまざまなものがあるといえるが、大別すると3つに区分することができよう。
　1つ目には、リレーションシップ・マーケティングをマーケティング研究の新しいパラダイムと捉える
立場がある。この見解の擁護者たちは、従来の交換を中核概念に据えた体系を伝統的パラダイム、ある
いは交換パラダイムとし、それがもつ問題点を克服する新たな体系としてリレーションシップ・マーケ
ティングを位置付けている。これに対し、第2の立場は、リレーションシップ・マーケティングという言
葉の存在自体が誤った認識であり、新規性を持たない既存見解の焼き直しであると捉えるものである。
っまり、顧客満足やマーケティング・コンセプトといった伝統的マーケティングにおける概念の多くは、
顧客との関係を十分に視野に置いたものであり、その意味でリレーションシップ・マーケティングは何
ら新規性を持たないものであるとしているのである。例えばPetrof（1997）は、マーケティング・コン
セプトの中で論じられてきたことこそリレーションシップ・マーケティングで強調されていることであ
り、マーケティングの学説研究の不足がこのような誤解の元になっていると指摘している。
　そして3番目の立場は、前2者の折衷的な立場であり、リレーションシップ・マー一一・ケティングの新規性
自体は容認するものの、マーケティング研究全体を一新する1つのパラダイムというよりはむしろ戦略上
のオプションであるという認識である。例えば、リレーションシップ・マーケティングのマーケティン
グ研究内での位置づけについて嶋口（1994）は、次のように指摘している。
　　　　「企業のマーケティングは、時代のイノベーションを取り入れつつ、社会の生活者、流通取引業
　　　者、その他の多様な利害関係者との長期継続的な良縁を維持しつつ、事業目的としての顧客創造
　　　の仕組みをつくることにある。このマーケティングの基軸は常に不変であるが、その具体的展開
　　　方法や行動枠組みは時代とともに変化する（174頁）」。
　　　　「…、刺激・反応パラダイム、交換パラダイム、関係性パラダイムの3つは、どれが正しくどれ
　　　が間違いというものでなく、あくまで、前提としての環境状況と、適応的な方法を伴う志向枠組
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　　　みとしての代替案であることが分かる（182頁）」。
　リレーションシップ・マーケティングがその企業の全体的なマーケティング戦略と一貫性を持ってい
る場合、っまりそれが持続可能な競争優位性を達成するための戦略を提供するかその戦賂に貢献する際
に限って、それを採用しなければならないというMorgan　and　Hunt（1999）の主張も、これとほぼ同様の
見解であるといえよう。また、リレーションシップ・マーケティングを戦略との関連で考察している
Gr6nroos（1995）は、リレーションシップ・マーケティングに基づく戦略がサービス産業において、伝
統的マーケティング戦略が消費財産業において、それぞれ非常にフィットしているという点を指摘しな
がらも、これらの異なる組み合わせによつて得られるベネフィットも多いとし、真のマーケティング戦
略とは、関係性志向的な戦略と取引志向的な戦略を両極とする連続体の中で位置付けられなければなら
ないと指摘している。
　このように、リレーションシップ・マーケティングあるいはそれに基づいた戦略というものは、マー
ケティング目的を達成するための手段の1？であり、伝統的なアプローチに比べて優れているか否かでは
なく、状況によって使い分けられるべき選択肢として捉えられなければならないという考え方は、最近
の研究によって最も頻繁に採用されている。本研究では、したがって、この立場に立脚しながら論を進
めていくこととする。
第2章　市場ネットワークにおける3つの消費者行動
　1．ダイアディック関係における購買というつながり
　リレーションシップ・マーケティングという名のもとに、顧客との長期的、協調的な関係を管理する
ことの有用性についてさまざまな考察が行われてきた。これらの見解は、売り上げの8割が2割の顧客に
よって創造されているという経験的な知識（つまり2－8の原理）や、新規顧客の獲得と既存顧客の維持
に必要なコストを比較した実態調査、あるいは数学モデルによる論証などによって支持されており、近
年では多くの経験的研究も行われている（Rosemberg　and　Czepiel　1984：Rust　and　Zahorik　1993：Bernhardt
et　a1．1999）。
　これらの研究の全体的な特徴を整理すると次の2点を挙げることができよう。第1点は、顧客管理の有
用性を論じる際に注目される消費者側の行動についてであり、既存研究の多くは、企業に利益をもたら
す消費者側の行動として、当該企業の提供する財あるいはサービスの反復的な購買行動、つまり再購買
行動に注目しているという点である。前述したように、リレーションシップ・マーケティングの目標と
して、良好な顧客関係の維持や発展が強調されている。そして、多くの研究ではこの目標達成の関数に
既存顧客の再購買行動をあげているのである。
　たとえば、Forne11（1992）は、激しい競争と限られた市場成長を伴う状況下において、ディフェンシ
ブ戦略の重要性を主張しているが、このディフェンシブ戦略とは、すでに製品を購買したことのある顧
客を維持すること、つまり既存顧客の再購買行動を促すことを意味している。また、Selnes（1996）は、
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顧客関係の維持を顧客の再購買行動の発生、そして顧客関係の発展を顧客の再購買行動における購買数
量の増大というように操作化している。これらの例が指し示しているように、多くの研究は、顧客が行
う再購買行動を基点に、リレーションシップ・マ・一一・一ケティングに関する議論の展開を図ろうとレている
といえよう。
　また、第2点は、リレーションシップ・マーケティングの分析単位が、ダイアディックな関係におか
れているという点である。そもそも、誰と誰との間の関係型交換をリレー・一ションシップ・マーケティン
グの研究対象とするかは、研究者間において若干の差異が存在している。もっとも広範囲に捉えると、
この問題は図表2に示すような4つのカテゴリーに類型化することができよう。
図表2　リレーションシップ・マーケティングにおける関係型交換の想定対象
メイン・カテゴリー サブ・カテゴリー
製品サプライヤー
サプライヤー・パートナーシップ
サービス・サプライヤー
競合他社
水平的パートナーシップ 非営利組織
政府
最終顧客
バイヤー・パートナーシップ
流通業者
機能部門
内部的パートナーシップ 従業員
事業単位
出典：Morgan　and　Hunt（1994），pp．21～22．およびFontenot　and　Wilson（1997），
　　　pp．7．より作成
　研究頻度に偏りはあるものの、リレーションシップ・マーケティングに関する研究は、このようにさ
まざまな主体間における関係を扱っている。しかしながら、そのほとんどが、当該企業と上記主体のい
ずれかの間に発生するダイアディックな関係を考察対象としており、3者以上の関係を考察する研究は非
常にまれであるといえよう。
　このような、再購買行動への関心の集中と分析単位としてのダイアディックな関係への注目という2つ
の研究傾向は、最近の研究においてその問題点を提示されるに至っている。たとえば、再購買行動に対
する関心の傾斜は、顧客側の関係締結動機に関する問題を提起しているといえよう。顧客、特に個人と
しての最終消費者が、なぜ特定の企業との長期的な関係に従事しようとするのかという問いに対してそ
の動機を包括的に検討したSheth　and　Parvatiyar（1995）は、個人的、社会的、制度的な要因を用いて、
消費者が選択肢を減少させようとする行動傾向を元来持っているどいう点を指摘している。しかしなが
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ら、Peterson（1995）が指摘しているように、契約という拘束力が存在する企業間関係とは違い、消費
者は特定企業との関係への従事を強制されることなく、その関係から自由に退出することができるし、
その退出に対して必要となるコストも、企業間におけるそれと比べると比較的低いことが多い（Jackson
1985）。また、場合によっては、1人の消費者が同時に複数の企業との関係を持つことも十分考えられる
だろう。
　このように、消費者側が関係を継続するかどうかが非常に流動的であると考えるならば、顧客関係の
管理を検討するためには、単に反復的な購買行動のみを強調するだけでなく、より包括的な消費者行動
をその視野に含める必要性があるだろう。つまり、再購買行動は、顧客との関係管理という文脈におい
て、確かに重要な要素ではあるものの、それによって顧客管理のすべてを論じることはできないと考え
られる。したがって、再購買行動に加えて、図表3の斜線部に示すような購買と購買の間に存在するさま
ざまな消費者行動を考察することによって、顧客管理のより包括的な検討が可能になると考えられるの
である。それはまさに、真に価値をもたらすような関係とは単純な反復購買以上の性格を認識しなけれ
ばならないというGummesson（1998）の指摘に合致しているし、購買間隔の長い製品について考える場合
には、その重要性がより強調されなければならない。
図表3　再購買以外の消費者行動
　また、より包括的な消費者行動をその考察対象に据えるならば、その分析単位も、おのずとダイアデ
ィックな関係を超えたものになる必要があるだろう。なぜなら、満足や信頼といった消費者の評価が、
再購i買行動とのみ結び付くとするならば、分析単位はダイアディックな関係で十分であるが、それがク
チコミ行動などその他の購買後行動とも結び付くと考えるならば、分析単位をダイアディックな関係に
限定することはできないからである。
　そこで、本研究では、企業、消費者、そして潜在的消費者という3者からなる市場ネットワークという
点から、再購買行動を含むより包括的な消費者行動に注目し、それらがいかなる要因によって影響を受
けるかについて検討していくことにする。
　2．市場ネットワークにおける3つの消費者行動
　本研究は、上述したように、3者間関係を分析単位とし、再購買行動以外の行動もその考察対象に含め
ることで、顧客関係管理をネットワーク的に捉え直そうとするものである。なお、ここでいうネットワ
ーク的な視点とは、以下に示す2つの意味が含まれている。1っは、企業と消費者との関係の強さに関す
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る視点であり、企業と消費者との間の関係を緩やかに結合された関係として見るというものである。つ
まり、消費者がどの企業との関係を持つのかに関しては比較的流動的であるという前提のもとで、顧客
管理に関する考察を行うということである。このように捉えることで、実際の製品の移転を伴うより強
固な関係だけでなく、苦情や提言といったコミュニケーション行動も、顧客との関係の範疇に含めるこ
とができると考えられる。
　ネットワーク的視点のもう1つの意味は、企業と消費者というダイアディックな関係ではなく、3者間
関係として捉えようとする点である。企業、消費者、そして潜在的消費者の売買取引とコミュニケーシ
ョンの連結からなるネットワークという視点から顧客管理に関する考察を行なうことにより、再購買行
動へ偏っていたこれまでの考察傾向を、より広範囲なものに拡張することが可能になると考えられる。
　それでは、このような視点のもとでより包括的な消費者行動を考察していく際に、いかなる行動をそ
の範囲に含めればよいのか。この点に対して多くの示唆を与えているのが、Bettencourt（1997）の研究
である。彼は、企業との関係において消費者が担う役割を包括的に検討し、消費者を単なる購買者とし
てだけでなく、より積極的な役割を担うパートナーとして認識する必要性を主張している。それによる
と、消費者をパートナーとしてみる場合には、以下に示す3つの役割が消費者に期待されていると考えら
れている。
①効果的なプロモーターとしての役割
　　消費者を購買者として見る場合、製品や企業のプロモーションという役割は、売り手である企業が
　担うことになる。しかし、消費者はクチコミ行動などを通じて、プロモーションという行為の主体と
　なりうるのである。
②協力者、あるいは部分的従業員としての役割
　　これは、サービス・マーケティングの文脈において古くから論じられてきた役割であり、生産と消
　費の同時化が発生するような場合には、消費者の行動が品質に対して影響を及ぼすという考え方をそ
　の背景としている。
③提供物やシステムの開発・改良の情報源としての役割
　　消費者は製品やサービスを購買するだけでなく、その購買したものに対して何らかの評価を行って
　いる。そして、この評価は、さまざまなマーケティング意思決定を修正する際の重要な資料となる。
　したがって、消費者が苦情伝達行動などを通じて、企業に評価情報をフィードバックすることは、消
　費者に期待される重要な役割の1つといえる。
　そして、これらの役割を遂行する際に見られる行動として、「顧客の自発的行為（Customer　Voluntary
Performance）」という概念を提示している。これは、財やサービスを提供する企業の能力を支援するよ
うな、「有益な（helpful）任意の（discretionary）顧客行動（p．384）」であり、具体的には、上記のそ
れぞれの役割に対応して、下記に示すような3つのタイプの行動が含まれている。
①ロイヤルティ行動…肯定的なクチコミ行動や他者への推薦
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②協力行動…サービス・エンカウンター中における協力や良心に基づく行動
③関与行動…品質改善のための提案行動
　この指摘に基づき、本研究では、図表4に示すような3つの行動を考察していく。第1の行動は再購買行
動であり、消費者が将来的に再び同じ企業の提供する製品、あるいは同じ店舗で購買しようとするかど
うかを表わしている。これは、前節で述べたように、既存研究の主な考察対象として多くの研究で検討
されており、良好な顧客関係を考察する際の最も代表的なインデックスである。
図表4　市場ネットワークにおける3つの行動の意義
行動の修正や強化
　　　　　消費者
選択→購買→評価…?
再購買行動
提言行動
　　千
・・穴驪ﾆ
■塵巳．．．．圏．・6・8・隔
クチコミ行動
　　　　　　　　　　　　　　▼
購購
　第2の行動は提言行動であり、消費者側から当該企業に対して直接的、かつ明示的に行われるコミュ
ニケーション行動を表わしている。換言すればぐ企業と消費者というダイアディックな関係の文脈にお
いて、情報の送り手が消費者となるようなコミュニケーション行動である。この提言行動に類似したも
のとして、苦情伝達行動をあげることができよう。これは、消費者が不満の原因を生み出している企業
あるいはその企業の従業員に対して、直接的にその状況を改善させようとするさまざまな明示的試みの
ことで、不満によって引き起こされる消費者の反応行動の1つである（Singh　1988）。しかし、この苦情
伝達行動が不満の存在を前提とし、かつ否定的な内容を伴うコミュニケーション行動であるのに対し、
提言行動はこのような制約を受けない概念である。つまり、提言行動には、満足した部分や他と比べて
優れている部分などへの称賛といった肯定的コミュニケーション、あるいは不満の知覚までには至らな
いものの何らかの改善案を提案する行動などが含まれており、その意味で苦情伝達行動を内包する概念
であるといえよう。この行動により消費者側の情報が獲得されるならば、企業はより効果的にその提供
物を修正したり、強化したりすることが可能となる。マーケティング調査の妥当性が問われている状況
においては、この行動が企業に大きなメリットを提供すると考えられる（和田1998；Gr6nroos　1999）。
　第3の行動である肯定的クチコミ行動とは、消費者と友人、知人といった他の潜在的消費者との間の
コミュニケーション行動であり、特定のブランドや店舗を奨めたり、その良さを伝えるなどといったこ
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とがこれに含まれる。このクチコミ行動によってもたらされた情報は、潜在的消費者の中にその企業の
肯定的なイメージを形成し、それが企業と潜在的消費者との結びっきを強化すると考えられる。
　このように、上述した3つの行動が活性化するということは、顧客管理を行う企業にとって多くのメリ
ットを生み出すと考えることができる。そして、このことがリレーションシップ・マーケティングの有
用性をより包括的に理解するためのひとつの手がかりとなると思われる。
第3章　テスト1～市場ネットワークの形成における先行変数の検証～
　市場ネットワーク的な視点から見ると、消費者との良好な関係を構築、維持していくことは、単に安
定的な供給先を確保するということだけでなく、企業の行動修正や潜在的消費者へのコミュニケーショ
ンにおいて多くのメリットを有しているといえよう。これは、換言すると、コミュニケーションの送り
手として消費者を捉え直すことによって、リレーションシップ・マーケティングのより包括的な有用性
を認識することができるということを表わしている。しかし、このような認識に基づく研究は少なく、
コミュニケーションの受け手としての消費者が外部からの情報にどのように反応するかという点に対し
て多くの関心が払われているといえる。また、畢言行動やクチコミ行動に関する研究は存在しているも
のの、それらは個別に検討されることが多く、それが組み合わされて論じられることは非常に少ない。
そこで、本章では、上述した3つの行動に対していかなる要因が影響を与えているのかという点について、
経験的検証を行うことにする。
　1．分析モデルの提示
　この点に関する研究の多くに共通して用いられている基本的な枠組みは、消費者の購買後の行動が購
買した製品やその製品を提供している企業に対する評価によって規定されるというものである（図表5）。
つまり、製品や企業に対していかなる評価を下したかが、その後の消費者の行動を規定するという認識
が多くの研究に共通して用いられているのである。
図表5　評価変数と購買後行動変数の関係
評価（変数）
購買後行動（変数）
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　それでは、いかなる評価がその後の消費者行動に影響を与えると考えられているのか。例えば、満足
（satisfaction）という評価変数はその代表的な例である。満足とは、一般的に、企業との取引経験に
対する消費者の認知的評価や感情的反応を指しており、知覚された品質と事前に予測された期待との関
係を通じて概念化されるものである。この消費者満足を高めることで良好な顧客関係を構築していこう
とする考え方は、消費者志向に基づくマーケティングの根幹であり、また多くの理論的、実証的な裏づ
けがこれまでに示されてきている。例えば、特定ブランドの反復的な購買行動を説明しているハワード
／シェス・モデルでは、購買経験に対する評価の高いものが次回の購買時における想起集合の中に残さ
れていき、それが次第に特定のブランドの反復的購買行動を生み出すと考えられているし、多属性態度
モデルなどでは、満足がそのブランドに対する好ましい態度を形成し、これが再購買行動を助長すると
いう主張がなされている（01iver　1980）。
　また、もう1っの代表的な評価変数は、信頼（trust）である。近年の多くの研究において着目されて
いるこの信頼という概念は、大別すると認知や感情の次元において捉えられるものと、行動やその行動
に関わる意図の次元において捉えられるものとがある。Moorman，　Deshpande，　and　Zaltman（1993）によ
ると、前者は相手の信頼感（trustworthiness）に対する信念や期待などを表したものであり、後者は実
際に依存しようとする意志あるいは実際の依存のことを表したものであると考えられている。彼等は、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L　　　セ　　　　　　　　ゼ信頼という概念を包括的に示すためにはこの両次元を含めて考察する必要があるとしているが、信頼は
何らかの行動を誘発する認知や感情の次元において論じられることが多く、信頼概念自体に行動次元を
含めるべきではないというのが一般的な見解である’（Swan，　et　al．1999）。
　この評価という次元における信頼は、一般的に「対象に対して知覚される確実性（credibility）と善
意（benevolense）である」と定義づけされている（Doney　and　Cannon　1997；Gan『ρan　1994）。ここでの
確実性とは、企業の技術水準に関わる点であり、効果的な交換を遂行する際に必要となる知識や技術を
企業が持っているかどうかという点についての消費者の信念を表わしている。また、善意とは、企業の
意思決定や行動の背景にある意図や動機に関わる点であり、企業が消費者の利益を念頭に置いた意図や
動機をもっているか、つまり企業が消費者の立場に立った意思決定や行動を行っているかどうかという
点にっいての消費者の信念を表わしている。このように、消費者の信頼水準は、企業が消費者志向の企
業理念を意思決定の中心に置き、実際にその利益を実現できる能力を持っているかという2点に関する消
費者の評価で決定されると考えられる。
　この信頼も、購買後行動に対してさまざまな影響がある点が指摘されているが、これをGanesan（1994）
に基づいて整理すると3つの影響フローがあると思われる。第1のフローは、信頼が売り手の機会主義的
な行動に対する消費者の知覚リスクを減少させ、これが消費者の関係志向に正の影響を与えるというも
のである。第2の影響フローは、信頼が短期的な不均衡に対する消費者の不満を軽減させ、消費者の関係
志向的な行動を助長するというものである。そして、第3のフローは、信頼が交換関係における取引コス
トを減少することによって買い手の関係志向的な行動に正の影響を与えるというものである。このよう
な影響フn－一の多様性はあるものの、信頼は消費者の長期志向的、パートナー的行動と正の関係を有し
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ていると考えられており、これはBettencourt（1997）やSelnes（1996）などによって経験的に論証され
ている。
　このように、満足と信頼は、消費者の購買後行動に対して影響を与える要因として多くの研究によっ
て検討されており、それを総括すると、満足と信頼はともに、再購買行動、提言行動、そして肯定的ク
チコミ行動に対して正の影響を与えているということができる。しかし、満足と信頼を明確に区分する
ことは非常に困難である。例えば、満足は交換以前に消費者が抱いた期待と交換後に消費者が知覚した
結果との差として概念化されるが、ここでの期待と信頼とは、非常に密接な関係があると考えられてい
る。なぜなら、交換によって得られるであろうベネフィットについての期待は、その交換相手のもつ技
術や考え方に対する知覚と不可分だからである（Ravald　and　Gr6nroos　1996）。そこで、本研究では、リ
レーションシップ・クオリティという評価変数を利用することにした。このリレーションシップ・クオ
リティとは、代表的な評価変数である満足と信頼の合成概念であり、Crosby　et　al．（199G）などにおい
て検討がなされているものである。したがって、図表6に示すように、テスト1ではリレーションシップ・
クオリティがそれぞれ3つの消費者行動の意図変数に対して、正の影響力を有しているかどうかについて
検証を行うこととした。なお、各変数を測定するために用いた項目は、図表7に示す通りである。
X1
X5
RQ
図表6　分析モデル ζ1
再購買意図
提言意図
　　　匡｝el?
　　　匡トー・・
クチコミ意図
e3
e4
　　　匡］←・・
?
　　　匪］←・・
ζ3
図表7　構成概念とその測定項目
●リレーションシップ・
クオリティ（RQ）
　製品の性能（x1）
　買い物の楽しさ（x2）
　販売員の誠実さ（x3）
　販売員の商品知識（x4）
　店の顧客志向の程度（x5）
●将来の購i買意図
　次回の購買意図（y1）
　関係継続への態度（y2）
●提言意図
　称賛意図（y3）
　改善案の提案意図（Y4）
●クチコミ意図
　友人・知人への推奨意図（y5）
　店の良さの伝達意図（Va）
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　2．調査の概要と手続き
　本研究の分析に用いたデータは、メガネ専門店でメガネを購入した消費者に対して行われたアンケー
ト調査の結果である。ただし、ここでいうメガネとは、サングラスや老眼鏡といった既製のメガネでは
なく、注文加工されるメガネを指している。したがって、本研究の被験者である消費者は、図表8で示さ
れるような一連の流れを通じて製品を購入することになる。
図表8　メガネ専門店における注文加エメガネの購買プロセス
〈イベント〉
来店 相談 検眼 仕上げ 購入 引渡し 使用
〈接触対象〉
販売員
製　品
i1iiiiiEiii1iii1iiii11iiiiiiiiiiiii11iiiiiE11）ii）・・一
iii1’iiii1iiiiii1’iiiiiii1iii1”iii11iiii1’i
　注文加工されるメガネを選定した理由は、それが有形財とサービス財双方の特性を有しているからで
ある。メガネが有形財であることはいうまでもないが、同図表下部の接触対象の部分に示されているよ
うに、来店から購入までの段階では販売員との密な接触が発生している。またそれは、単なる販売員と
消費者との接触ではなく、相談や検眼といったより密接なサービス・エンカウンターを有しているので
ある。そして、このような注文加工製品の消費者を被験者とすることで、サービス財の場合と同様に、
企業と消費者間にある程度の長期的な関係を想定することができると考えたわけである。
　調査期間は、2000年4月から6月にかけそ実施されたものであり、調査票は、独立系の中小規模メガネ
専門店62社127店舗から、無作為に10店舗を抽出し、それぞれの店舗に50票を割り当てた（計500票）。調
査は、販売員が注文されたメガネを顧客に渡す際に、質問票を配布し、自宅等で記入してもらった後に、
郵便で返送してもらうという方法を用いた。返送された回答用紙は266通であり、そのうち記載上の不備
等で利用できないもの12を削除した結果、最終的な有効回答数は254（有効回答率50．8％）であった。そ
の内訳は男性117人（46．1％）、女性137人（53．9％）であり、また年齢層は、10代が23人（9．1％）、20代
が46人（18．1％）、30代が36人（14．2％）、40代が52人（20．5％）、50代が56人（22．0％）、60代が30人（11．8％）、
70代が11人（4．3％）であった。またメガネの購買経験の平均は5．15回であった。
3．分析結果
図表6で示したモデルに含まれる3つの行動意図変数と1つの先行変数は、一般的に構成概念として論
じられているので、このモデルは共分散構造分析を通じて検証された。まず、モデル全体の評価につい
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ては3つの指標を利用した。z　2it定では、κ2値＝・・39．809（自由度＝30）、　p値＝0．109であり、モデルが
実際のデータを適切に表しえているという結果が導き出された。また、標本数の影響を受けないGFI
（Goodness　of　Fit　Index）においては、　GFI・・O．973であり、今回の分析モデルがデータの約97％を説明
できている、つまりモデル全体はかなり高い適合度を有しているという結果が得られた。さらに、調整
済みGFI（AGFI）　・O．・941でありGFIとの差も小さいといえる。これらの全体指標により、提示した分析モ
デルの全体的適合度は高いと考えられ、モデルを採択することに問題はないといえよう。
　次に、モデル内で想定されている3つのパスを最尤法によって推定した結果を考察することにしよう。
図表9に示しているように、リレーションシップ・クオリティから再購買意図に向かうパス（β21）の標
準推定値は0．923、リレーションシップ・クオリティから提言意図に向かうパス（β31）の標準推定値は
0．528、そしてリレーションシップ・クオリティからクチコミ意図に向かうパス（β41）の標準推定値は
0．849であり、すべてが5％水準で有意であるという結果が得られた。これらの結果より、リレーション
シップ・クオリティに対する評価が高い消費者ほど、これら3つの行動を行う意図が高いということが
示されたといえる。
　　　　　　　　　　　　　　図表9　各パスの分析結果（全被験者）
標準推定値 推定値 標準誤差 棄却比
β21 0，923 0，241 0，056 4．318（P〈0．05）
β31 0，528 0，208 0，053 3．915（P〈0．05）
β41 0，849 0，266 0，062 4，295（P〈0，05）
第4章　テスト1～状況変数としての関与の影響の検証～
　1．関与概念
　消費者がいかなる購買行動をとるかは、その消費者が直面しているさまざまな状況によって大きく影
響を受ける。消費者がその製品に対する関心や重要性をどの程度認識しているのか、消費者がその製品
に対する知識をどの程度有しているのか、あるいはその購買において課せられている時間的緊急性がど
の程度であるのかといった点が、消費者の購買前、あるいは購買後の行動に対してどのような影響を与
えているのかについて、これまで多くの研究において理論的、経験的な検証が試みられてきている。
　このように、消費者の購買前および購買後に見られる行動は、消費者の持つ動機や能力、あるいは購
買機会などさまざまな要因によって影響を受けるが、その中でもより多くの研究において注目されてい
るのが、関与（involvemθnt）という概念である。関与という言葉は、「ある事柄に対して関わりあいを
もつ」といった意味で、日常的に利用されているものであるが、研究対象としてのそれは、社会判断理
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論における自我関与を源流としているとされている。この関与がマーケティング研究や消費者行動研究
において注目されるようになってきたのは1960年代ごろからであり、次第に消費者の情報処理や意思決
定プロセス全般に影響を与える媒介変数として高い関心を集めるようになったのである（青木1989）。
　多くの論者が指摘しているように、関与の定義に関する統一的な見解は未だに提示されておらず、個々
の研究間、あるいは研究者間において多様な解釈がなされているというのが現状であろう。しかし、多
くの見解において採用されている共通認識部分からみると、関与とは個人がある対象に対して知覚する
重要性や関連性の程度を表したものであるといえよう（Antil　1984）。例えば、代表的な研究者であるCelsi
and　Olson（1988）によると、関与は個々人がある対象に対して感じる関連性の程度であるとされている。
また、これと同様に、Peter　and　Olson（1990）は関与を「対象、活動、あるいは状況に関する個人的な
関連性にっいての消費者の主観的な知覚（p．85）」と定義している。
　それでは、ある対象が個々人にとって重要であるとか、関連性が高いということはどのようなことを
指しているのであろうか。この理解は、手段一目的連鎖モデルによってより深めることができる。この
手段一目的連鎖の考え方に基づくと、財やサービスといったものは、消費者が望む価値や目的を達成す
るための手段であると考えることができる。これを、先に示した諸見解と組み合わせると、対象となる
財やサービスに対する関与の程度とは、次に示す要件によって決定されるということができよう。
①当該目的と手段である財やサービスとの結び付きが強い。
②その目的が消費者のもつ価値体系の中で重要である。
　したがって、関与とはある対象と、個人の価値体系における重要な価値の実現との結び付きの強さを
表わしたものであり、その結び付きが強いほど、関与の水準は高いと考えられている。
　それでは、この関与水準の違いが、消費者行動においていかなる差異を生み出すと考えられているの
か。この代表的な例は、消費者のブランド態度形成過程をモデル化した精緻化見込みモデルに関する議
論の中で見出すことができる。このモデルは、広告を中心とする外部刺激がどのようなメカニズムを通
じてブランド態度と連結しているのかを記述したモデルである。これによると、関与水準が高い消費者
ほど、広告内容の中でも製品属性に関する情報の精査を通じて態度形成を行うことが多く、逆に関与水
準の低い消費者ほど、属性情報以外の周辺的な手がかりから喚起される感情を通じて態度形成を行う傾
向が強いと考えられている（Petty　et．　a1．1983；Park　and　Young　1986）。つまり、消費者が何らからの
意思決定や評価を行なう場合、利用される情報の種類やその精査の程度は、関与水準によって大きく影
響されると考えられているのである。また、他の研究においては、消費者が購買意思決定を行う際にど
の程度の情報量を必要とするかに関する研究の中で、関与水準が高いほど、より多くの情報を探索する
傾向が強いという点などが検証されている（青木1987）。
　このように、関与水準の違いが消費者行動のさまざまな部分に大きな影響を有しているという点は、
これまでの研究において頻繁に指摘されている。しかしながら、その多くは、関与と消費者行動との接
点を購買前の部分に設定したものが大半であった。換言すれば、消費者が外部から伝達されたメッセー
ジを処理する時点で、関与はどのような影響を果すのかという点を考察したものが多かったといえる。
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したがって、既存研究の多くは、コミュニケーションの受け手としての消費者と関与との関係を主たる
考察対象としてきたといえよう（Petty　et　a1．1983；Batra　and　Ray　1986）。
　それに対して、消費者の購買後行動における関与の影響、あるいはコミュニケーションの送り手とし
ての消費者と関与との関係については、現在のところ、わずかな数の研究によって検討されているに過
ぎない。そこで、本研究の第4章では、再購買、提言、クチコミという3つの購買行動と関与水準の違い
との間にいかなる関係が存在しているのかという点を考察していく。
　2．関与水準の測定
　関与が、構成概念である以上、それを直接的に測定することは非常に困難であり、ひいては適切な手
法を通じて関与水準を測定する必要がある。この測定にはさまざまな方法が取られているが、多くの研
究において採用されている代表的な方法は、J．　L　Zaichkowsky（1985）によって提唱されたPII（Pθrsonal
Involvement　lnventory）による測定と、Kapferer　and　Laurent（1986）により提唱されたIP（lnvolvement
Profile）による測定である。本研究では前者の考え方を採用し、本研究において予測される諸制約に応
じて、若干の修正を施した。以下では、PIIによる測定方法を若干考察した後、本研究で採用した測定方
法に関して言及を行なっていく。
2－1．Pllによる関与測定
　Zaichkowsky（1985）は、既存研究における関与概念およびその測定方法の多様性を認識し、以下のよう
に述べている。
　　　　「…これらの多様な測定方法がいくつかの間題を招いている。もし仮に、得られた研究結果が
　　　相反するものであった場合、われわれはその矛盾が、異なった測定方法によるものなのか、それ
　　　とも異なった行動によるものなのかを知ることはできない。また、多くの測定は単一の尺度を用
　　　いたものであるが♪それらはおそらく全体的な関与概念を測定してはいないであろう。さらに、
　　　単一項目の測定は信頼性が乏しく、また近年にみられる多項目測定（multi－item　measures）は
　　　内的な信頼性、安定性、そして妥当性がテストされていない。このように、標準化され、一般的
　　　で、妥当性があり、そして多項目によって測定された関与は非常に有用なものとなるだろう
　　　　（pp．341－342）」。
　このようにZaichkowskyは、信頼性、安定性、そして妥当性があり、多項目によって測定される関与の
重要性を主張し、そのための測定方法としてPIIを提唱している。そこでまず、関与を「個人的な関連性」
という点から認識し、「個人が固有に持つニーズや価値、そして興味に基づき対象に対して知覚される関
連性」と定義している。これは、前述した一般的見解とほぼ同様に、関与を個人の価値体系における特
定価値の実現とその対象との主観的関連性とみなしている。そして、以下に示すような3つの段階のテス
トを通じて、関与水準の測定に適した項目を決定している。
1）内容の妥当性に関するテスト
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　まず、既存研究に基づき168対のセマンティック・ディファレンシャル尺度が開発された。これらの項
目の内容上の妥当性（つまり、それらの項目が関与概念をどれぐらい表わしているか）が2つの段階を経
てテストされた。
　　　1－a：専門家による判断…前述の定義（個人が固有に持つニーズや価値、そして興味に基づき対象
　　　に対して知覚される関連性）の中の「対象」という言葉を、製品、広告、購買意思決定という言葉
　　　に置き換え、各項目がそれらの定義を明確に表わしているかを専門家に評価してもらった。これに
　　　より、168項目は43項目へと絞り込まれた。
　　　1－b：反復評価…5回に及ぶ反復的な評価の中で、43項目のうち、23項目が関与概念を表わしてい
　　　るものとして一貫して評価された。これに、評価の高かった7項目を一部修正して追加した。これ
　　　により、43項目は30項目へと絞り込まれた。
2）内部的な尺度の信頼性に関するテスト
　内的一貫性や項目間の相関が測定された。30項目のうち、24項目は項目別得点と全体得点との相関が
O．5以上で、またクロンバッチのアルファ水準がO．　95以上であった。そして、相関の比較的低かった6つ
の項目が削除された。またこれらを確認するために、ここでは因子分析も行なわれている。これにより、
30項目は24項目に絞り込まれた。
3）テストープリテスト信頼性のテスト
　2つの被験者集団に対して4つの製品のカテゴリーに関するテストが行われた。24項目に関する初回と
第2回（初回テストの3週間後に実施）の測定値の平均的相関は0．90であり、その幅は0．31から0．93であ
った。そのうち、相関がo．60以下であった4つの項目が削除された。これにより、24項目は20項目に絞り
込まれた（図表10）。
　　　　　　　　　　　　　　　図表10　Pllにおける関与測定項目
1 important 1　　…　　7 unimportant r
2 of　no　concθrn 1　　…　　7 of　concern　to　mθ
3 irrelevant 1　　…　　7 relevant
4 means　a　lot　tome1　　…　　7 meanS　nOthing　tO　mer
5 useless 1　　…　　7　　　　　　　　　冒 useful
6 valuable 1　　…　　7 worthless r
7 trivia1 1　　…　　7 fundamental
8 beneficia1 1　　…　　7 not　beneficial r
9 matters　to　me／1　　…　　7 d6esn’t限atter r
10 uninterested1　　…　　7 interested
11 significant 1　　…　　7 insignificant r
12 vita1 1　　…　　7 superfluous r
13 boring 1　　…　　7 intereSting
14 unexciting 1　　…　　7 exciting
15 appealing 1　　…　　7 unappealing r
16 mundane 1　　…　　7 fascinating
17 essentia1 1　　…　　7 nonessentia1 r
18 undesirable 1　　…　　7 desirable
19 wanted 1　　…　　7 unwantθd r
20 not　needed 1　　…　　7 neθded
＊なお、最右列がrのマークは、リバース項目であることを表わしている。
出典：Zaichkowsky（1985），pp．350
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　このように、既存研究から抽出された168項目のうち、最終的に20項目が採択された。この各項目の信
頼性や妥当性、そして安定性に関する完全なテストはこの後も続くが、その後のテストではこれらの項
目に固定して行なわれている。したがって、この20項目がPIIと呼ばれる関与測定の際のセマンティッ
ク・ディファレンシャル尺度となる。
　2－2．本研究における関与水準の測定
　本研究では、前述したPIIの考え方をもとに、関与水準を多項目のセマンティック・ディファレンシャ
ル尺度によって測定することとした。しかし、本研究の調査では、これら20の項目すべてを使って関与
水準を測定することは困難であるといえよう。前節でそのあらましを示したように、本研究での調査は
質問法を採用している。この方法では、質問を読んでもらい、かつそれに対する回答を記入してもらう
というように、被験者に対して過度の負担を強いる方法であるので、おのずと質問の数に対する制約が
課せられてしまう。また、被験者の年齢にかなりの幅が予測され、かなり若年の被験者、あるいはかな
り高齢の被験者が存在していることを容易に予測することができる。このような状況を鑑みると、質問
の数は少なく抑える方が、回答全体の妥当性を高めるには得策であると判断したのである。
　したがって、本研究における関与水準の測定は、より少ない項目数によって測定されなければならな
い。そこで、上述した20項目のセマンティック・ディファレンシャル尺度について、予備調査を行ない、
その絞込みを行なった。この予備調査での被験者はランダムに選ばれた大学生50名で、対象商品にはパ
ーソナル・コンピュ・・一タ、ジーンズ、そしてインスタント・ラーメンを選択した。このような組み合わ
せは、商品分類上、さまざまな消費財を対象とすることで、その偏りを軽減するために用いた。
　予備調査の詳細についてはその記述を省略するが、20項目の項目別得点と全体得点の相関をもとに、
これらの項目のうち、全体的な関与得点をより適切に代表している項目を抽出した。この結果、本研究
では、以下の3項目について7点尺度法で測定を行うこととした。
・メガネは私にとって重要なものである。
・メガネは生活していく中で欠かせないものである。
・メガネに関して高い関心を持っている。
　3．テスト1の分析結果に対する関与水準の影響
　前述してきたように、関与水準ρ違いは、消費者が購買後にとるさまざまな行動に対して何らかの影
響を与えていると考えることができる。例えば、コミュニケーションの2段階フロー一一一説を提唱した
Lazarsfeld・et．・al．（1968）は、オピニオン・リーダーの基本的特性として、関与の高さを指摘している。
つまり、関与水準が高いほど、オピニオン・リーダーとして他者に対して情報伝達行動を行うという点
が指摘されているのである。また、苦情伝達行動に関する一連の研究の中には、製品に対する関与水準
と消費者の苦情伝達行動について、直接的な論証はないにしても、そこに何らかの正の因果関係が想定
できるのではないかという点を暗示している研究も見受けられる。このように、既存研究の蓄積は少な
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いながらも、関与が上述した3つの消費者行動に対して何らかの影響を有しているという点は十分に予測
することができる。そこで次に、前章の検証内容を関与水準の違いによってより詳細に検討していくこ
とにする。
　各被験者の関与水準は、’前節で示した3つの質問項目に対する被験者得点によって判定した。各質問項
目は、リバース尺度を利用せず、関与水準が高いほど高V’X得点が得られるように設定しており、各被験
者の関与得点はこれら3つの項目得点の平均値を利用することとした。被験者全体の関与得点の状況は次
の通りである。
　　　　　　　　　　　　　図表11・関与得点の分布状況と記述統計量
60
50
40
30
20
10
0
1．0　　　　　　　　2．0　　　　　　　3．0　　　　　　　4．0　　　　　　　5．0　　　　　　　6．0　　　　　　　　7．0
　　1．5　　　　　　　2．5　　　　　　　3．5　　　　　　　　4．5　　　　　　　5．5　　　　　　　6．5
　　　　　　　　　　　　　　　　関与得点（3項目の平均値）
統計量名 最小値 最大値 平均値 標準偏差
統計値 1．0 7．0 5，982 0，940
　度数分布を示したヒストグラムと関与得点全体の平均値からも分かるように、本調査における被験者
は全体的に関与水準が高いと思われる。これは、被験者がメガネ専門店において注文加工のメガネを購
買した消費者であることからある程度納得できる。では、このような状況において、関与による影響を
どのように抽出することができるのか。そもそも、関与の影響に関する研究の多くは、被験者を低関与
グループと高関与グループに分割し、そのグループ問の結果に何らかの差異が見出せるかどうかという
点で検証がなされく、いる。以下でも、この方法にしたがって論を進めていくが、留意しなければならな
い点がひとつある。
　それは、どのような基準によってこれらのグループを識別するかという点である。一般的に、関与は
高低という2分法ではなく、高から低への連続体として把握されなければならない。そして、この連続体
の中で、どの程度であれば高関与と判断され、どの程度であれば低関与と判断されるかは、各研究者の
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裁量に任されている。っまり、数量的な尺度で測定された関与を、高関与あるいは低関与といったカテ
ゴリカルな尺度に変換するための明確な基準は存在していないのである。しかし、一方で連続体として
の性格を持っているのも事実であり、仮に関与得点4点を境に、高関与グループと低関与グループを区分
したとしても、関与得点が4点であった被験者と3．9点であった被験者との問に明確な差異があるとは言
い難い。
　そこで、これらの点を鑑み、本研究では関与得点の上位被験者50人を高関与グループ、関与得点の下
位被験者50人を低関与グループとカテゴライズした。なお、50人は全体の被験者数254人の19．6％にあた
り、図表11のヒストグラムを度数分布表で表わした図表12でいうと、おおよそ反転している部分の被験
者を各グループに割り振った形となる。
図表12　関与得点の度数分布表
得点 度数 ハ㌧セント 有効ハ㌧セント 累積パ一セント
ま調 欝聾． 島 噸 灘
?，　　　　，，隔 灘 総
羅灘
?
巳
? 証灘
轟屡． 聡難、
罵 ■ 雛筍
蓬灘…、……1・ 纐” i　　　　議慧
?．
．　　　　蓬灘
嚢鰯
，「
?．
．　　　　婁黙 ”il　　　繹羅
甕魏1 ．鐵釜．”甥@　　　　諺灘 藩灘 麹舗
．菖鋤 9灘 鱗糞 ㈱溺
5．3 13 5．1 5．1 24．8
5．7 29 11．4 11．4 36．2
6．0 44 17．3 17．3 53．5
6．3 25 9．8 9．8 63．4
6．7 39 15．4 15．4 78．7
霧馨 ’　　　璋 ・　　　灘髄濾 鍵灘・’ ．　　韮雛纐
合計 254　　　　100．0 100．0
　次に、この2つの関与グループごとに、前章で検討した3つのパス（β21、β31、β41）の係数を最尤法
によって算出した（図表13）。まず、パスβ21に関してみると、高関与グループの標準推定値は0，982、
低関与グループの標準推定値は0．97であり、高関与グループにおけるパス係数の絶対値が若干大きいと
いう結果が得られたが、両パスの有意性を比較すると、高関与グループの方は5％水準で有意であった
のに対して、低関与グループの方は5％水準では棄却されてしまった。これと同様に、パスβ31とパスβ
41に関して見ていくと、高関与グループの標準推定値はそれぞれ0．65、0．983と共に5％有意であったの
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に対し、低関与グループの標準推定値は0．227、0．636と5％有意水準では共に棄却された。
図表13　関与レベル別の分析結果
低関与グループ 高関与グループ
標準推定値 棄却比 標準推定値 棄却比
β21 0．97 1．34（P＞0．05） 0，982 2．649（P〈0．05）
β31 0，227 1．012（P＞0．05） 0．65 2．497（P〈0．05）
β41 0，636 1．28（P＞0．05） 0，983 2．692（Pく0．05）
　このように、3つのパスがすべて類似した傾向を示していることから、テスト1で考察したリレーショ
ンシップ・クオリティの影響力は、関与レベルによって左右されるということがいえる。つまり、製品
に対する関与レベルが高い消費者ほど、リレーションシップ・クオリティに対する評価が3つの消費者行
動に対して与える影響は強く、関与レベルが低い消費者ほど、その影響力は弱いということが考えられ
る。
　また、関与水準によるこのような影響は、再購買行動よりも提言行動やクチコミ行動においてより強
く発生しているという点に留意すべきであろう。もちろん、各グループ間のパス係数を単純に比較する
ことはできないが、β31とβ41の標準推定値を比較すると、その差の大きさが目立っている。また、図表9
に示されている全被験者でのテスト結果と比べても、提言行動とクチコミ行動に関する係数は大きく変
化しており、高関与の被験者ほどリレーションシップ・クオリティの規定力が増し、低関与の被験者ほ
どその規定力が減少するということを示していると思われる。
　最後に、両関与グループにおけるパス係数の符号がすべてプラスであったという点も注意が必要であ
る。仮に低関与グループにおけるパス係数がマイナスであったならば、関与水準の違いは、テスト1で
示した影響の強弱だけでなく方向までも変えてしまうということになる。しかし、符号変換が生じなか
ったという点から見て、関与レベルの高低に関わらず、リレーションシップ・クオリティが市場ネット
ワークの形成にプラスの影響力を有していると考えられる。
むすび
　本研究の目的は、リレーションシップ・マーケティングを通じて消費者とのパートナーシップを構築
することが企業にもたらすメリット、およびそれに影響を与える諸要因について考察を行うことであっ
た。そこで、第1章および第2章では、消費者との長期的パートナーシップ関係が企業に対していかなる
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メリットをもたらしているのかという点を中心に考察を行った。既存研究のサーベイを通じて従来の研
究の特徴を整理すると、考察の対象となる消費者行動として再購買行動に高い注目がなされているとい
う点、そして分析単位としてダイアディック関係が用いられているという点があげられた。そこで、こ
こでは提言行動とクチコミ行動という2つの購買後行動を分析対象に加え、ネットワーク的な考察へと拡
張した。これによると、従来のようにダイアディックな関係という文脈で再購買行動のみを焦点に置く
と、リレ・一一一ションシップ・マー…ケティングの有用性は、安定した売上の確保という点のみが強調されが
ちであるが、ネットワーク的な視点から見ると、それは①企業の行動修正の契機となる情報の獲得、②
潜在的消費者へのコミュニケーションの実現、という新しいメリットも認識することが可能になるとい
う点が示された。
　したがって、リレーションシップ・マーケティングの企業にもたらすメリットが実現するためには、
再購買行動、提言行動、クチコミ行動という3つの消費者行動が発生することが重要であると考えられる。
そこで、続く第3章では、これらの行動を誘発する先行変数について考察を行なった。既存研究の多くは、
この先行変数として満足と信頼をあげており、この双方が上述した消費者行動に対して正の因果関係を
持っているという点を指摘している。しかしながら、満足と信頼は明確に区分することが非常に難しい。
そこで、本研究では、この両評価変数の合成変数としてリレーションシップ・クオリティをとりあげ、
これが3つの消費者行動に対していかなる影響力を有しているのかを考察した。
　共分散構造分析の結果、リレー一一ションシップ・クオリティから、再購買行動、提言行動、そしてクチ
コミ行動へと伸びるパス係数は、それぞれすべてプラスの値を示し、また統計的な意味合いにおいても、
5％水準で有意であるという結果が得られた。このことより、企業との関係に対して高い評価をもつ消費
者は、その企業の安定的な売上に寄与するだけでなく、企業のコンサルタントとして、あるいは企業の
プロモーターとしての役割を積極的に果そうとする傾向にあると思われる。
　しかし、消費者の行動は、さまざまな状況要因によって影響を受けるので、このような傾向も不変的
に見られるとは言いきれないであろう。そこで、第4章では、代表的な状況変数として関与をとりあげ、
この水準の違いによって、第3章で示した傾向に差異が生じるかどうかを検証した。分析の結果、関与水
準の高い被験者グループのパス係数は、どれも5％水準で有意であったのに対し、関与水準の低い被験者
グループのそれは、すべて5％水準では棄却されてしまった。したがって、高関与の消費者ほど、この傾
向、つまりリレーションシップ・クオリティと3つの消費者行動との正の因果関係が強く、低関与の消費
者ほど、この傾向が弱くなるということが示された。ただし、両関与グループにおけるパス係数の符号
がいずれもプラスであったという点を見ると、関与水準の高低に関わらず、第3章で示したような傾向を
見出すことができるといえよう。
　このように、本研究ではいくつかの探索的な指摘を行ってきたが、それと同時に限界点を含んでもい
る。例えば、本研究ではネットワーク的な視点のもとに、再購買行動、提言行動、クチコミ行動という3
つの行動を考察したが、それ以外にも苦情行動や第3者機関に対するコミュニケーション行動など多くの
行動を含める必要がある。また、今回の分析に利用したデータは、クロスセクショナルな形態の調査に
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よって収集したものであったため、行動レベルの測定を行動意図変数によって代用せざるを得なかった。
したがって、行動意図と実際の行動との問のギャップにっいても考察していく必要があるだろうし、今
回の結果の妥当性を確認するために、メガネ以外の製品カテゴリーでの分析も必要になると考えられる。
このようにいくつかの限界点はある．もの、企業と消費者との関係をネットワーク的視点から考察する研
究は、未だに発展途上であり、これらの点を今後の研究課題とすることで本研究の結びとする。
付記；データの収集・整理・入力など面倒な作業を手伝っていただいた明治大学商学部兼任講師の福田
康典氏に感謝いたします。
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